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2019年度夏季の電力需給実績の検証
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2019年度冬季の電力需給の見通し
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（余白）





16電力需給検証の基本的な考え方
（３）電力需給バランスの検証

 評価基準としては、過去10年間で最も厳気象（猛暑・厳寒）であった年度並みの気象条件での最大電力需要
（厳気象H1需要）の103％の供給力確保とする。

 また、追加検証として供給力減少リスク（稀頻度リスク）が発現した場合の需給バランスも評価する。

 電力需給バランスの評価にあたっては、以下の点を考慮する。

 供給力は、地域間連系線を活用して、予備率が高いエリアから低いエリアへ、各エリアの予備率が均平化する
ように供給力を振り替えて評価する

 供給力は、全エリアであらかじめ計画外停止率を考慮する

 需要は、エリア間の最大需要発生の不等時性を考慮する







19北海道エリアの稀頻度リスク評価

 北海道エリアの稀頻度リスク評価として、以下のエリア特殊性を考慮し、北海道胆振東部地震発生時の電源脱落
実績を踏まえた154万kWの大規模電源脱落時にも厳寒H1需要の103%の供給力を確保できることを確認した。

① 厳寒であり、電力需給のひっ迫が国民の生命・安全に及ぼす影響が甚大であること
② 他エリアからの電力融通に制約があること
③ 発電所1機の計画外停止が予備率に与える影響が大きいこと

 厳気象H1需要時の予備率が最も厳しい1月において、154万kWの大規模電源脱落が発生した場合でも、北海
道本州間連系設備を介した他エリアからの受電（北本受電）や通告調整契約発動等の需給対策により、厳寒
H1需要に対して3%以上の供給予備率を確保できる見通し。

※1 小売電気事業者の「ひっ迫時抑制電力」にあたる契約（2019年度供給計画計上分）
※2 北本連系設備の運用容量は90万kWであるが、差分の5万kWはエリア外からの供給力として627万kWの供給力に含まれている。
※3 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給状況（1月）



20まとめ

 2019年度冬季の厳寒H1需要発生時の電力需給見通しを作成するにあたっては、供給計画の
データを活用しつつ、詳細なデータを主要な事業者を対象に収集するという形で取りまとめ、以下を
確認した。

 厳寒H1需要発生時に一定の電源の計画外停止が発生した場合においても、電源Ⅰ´・火力
増出力運転・連系線の活用により、全国で安定的な電力供給に必要な予備率3%を確保で
きる見通しである。

 さらに、稀頻度リスクが顕在化した場合でも、予備率３％を確保できる見通しである。

 北海道エリアにおいては、154万kWの大規模電源脱落時においても厳寒H1需要に対して予
備率3%を確保できる見通しである。
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（以降、需給バランス算定手順）














